
整理番号
0

効果を高める上で、手段、手法に変更の
余地は無いか
社会経済情勢の変化により、実施効果
が薄れていないか
事務事業の実施により、費用や業務量に
見合った活動結果が得られているか
コスト全体に占める市の負担（補助）は適
正か

評価内容

課
題
及
び

活動指標１単位当たりのコスト（円）

493 -

人
正規職員

臨時・嘱託・再雇
用職員

合計（A）
　一般財源

基
本
情
報

政策

指
　
標

指標名

来館者数
37,000 38,000

改
善
提
案

0

0
12,706

市民１人当たりのコスト（円）

合計（Ａ＋Ｂ）
小計（Ｂ）

直
接
事
業
費

概ね適正で
ある

ゆめぽりすセンターは指定管理者制度を導入し、市が行うべき内容と民間活用によ
りそのノウハウを活かした運営を行っている部分とがある
広く市民を対象とした事業を行っている

今後ますます住民自治活動やＮＰＯ活動への市民や社会のニーズは高まっていくと
考えられる
今後、住民自治活動やＮＰＯ活動への市民や社会のニーズは高まっていくと考えら
れ、中間支援組織としての必要性が高く将来にわたり維持していく必要がある。
他の事務事業に同様のものがないと考える

運営委員会等の検証により、適切に進められている

指定管理期間が平成２８年度までの３年間の事業成果を踏まえ今後検討が必要で
ある
運営委員会等の検証により、適切に進められている

活動
指標

12,706

特記事項記入欄（積算基礎、特定財源の名称等）

平成27年度 平成28年度平成26年度

0
２６年度決算

単位

人
目標

事
業
費

人
人
件
費

35,000
38,751

人

12,676
30
0

実績

参
考

業務量

人件費

業務量

人件費

　その他
　地方債

　国県支出金
項目

全
体
コ
ス
ト

（
千
円

）

コード

担当
部署

63
名称 会計-款-項-目-細目-細々目

01-02-01-10-141-02

企画振興部地域づくり
推進課

事務事業名

部 ・ 課名 等

ゆめぽりすセンター維持管理経費
課長　松本　和久

16 年度～平成

0595-22-9639

市民活動支援機能等の充実 評価責任者・連絡先

地域活動や地域産業などの担い手が育ち、活躍するまちづくり

事
務
事
業
の
概
要

備考
平成26年3月31日現在　人口96,187人
平成27年3月31日現在　人口95,066人

２７年度予算
0
0

30
15,059
15,089

0

159

15,089
0

指標の説明

ゆめぽりすセンターの利用者数

成果
指標

人

評
　
価

方
向 継続

伊賀市住民が主体になった中間支援団体の育成を指定管理者とともに育成する

市が実施す
べき
限定性がな
い
概ねニーズ
が高い
薄れていない

代替不可能

有
効
性

効
率
性

必
 

要
 

性

視点

市が行っている他の事務事業により、住
民ニーズを満たすことが可能ではないか

既に目的が一定程度達成され、事業の
必要性が薄れていないか

社会や市民のニーズは高いか

特定の地域や団体等の利益のみに供す
るなど限定性がないか

公私の役割分担から市が実施すべきも
のであるか

判断基準

計画目標に対し、着実な事業進捗が図ら
れているか

図られている

変更の余地
がない
効果が薄れ
ていない
概ね結果が
出ている

さまざまな方や団体が利用されたり、相談にこられているので一定の効果を挙げて
いる
指定管理者制度を導入しており適正であると考える

市民活動団体登録
市民活動を行う団体の登録
件数

件

指標の説明

達成 112.5%
指標化でき
ない成果

目標 40

単位

45

指標名 平成28年度

133

平成２７年度事務事業評価シート（平成２６年度決算）

32

平成25年度 平成26年度

50 55

住民自治活動、NPO活動やボランティア活動などを行う団体、個人や貸館の利用者

市民、行政及び事業者が連携協力したまちづくりを推進し、並びに住民自治活動などを支援する。

平成27年度

事業期間
平成 年度

実績

対　象

目　的
（成果指標）

内　容
（活動指標）

平成２６年度から指定管理者制度を導入し、『特定非営利活動法人　市民福祉ネットワークみえ』が指定管理者と
なり施設の維持管理や事業を実施しました。
・職員の雇用に関すること
・伊賀市市民活動支援センターに関すること
・運営委員会の設置に関すること
・会議室及び印刷機等の利用に供すること
・自主事業に関すること

使用状況　延回数1,398回（うち減免559回）

施策 6301

497



整理番号
0

効果を高める上で、手段、手法に変更の
余地は無いか
社会経済情勢の変化により、実施効果
が薄れていないか
事務事業の実施により、費用や業務量に
見合った活動結果が得られているか
コスト全体に占める市の負担（補助）は適
正か

評価内容

課
題
及
び

活動指標１単位当たりのコスト（円）

494 -

人
正規職員

臨時・嘱託・再雇
用職員

合計（A）
　一般財源

基
本
情
報

政策

指
　
標

指標名

登録事業所数
435 440

改
善
提
案

2,509

2,509
6,607

市民１人当たりのコスト（円）

合計（Ａ＋Ｂ）
小計（Ｂ）

直
接
事
業
費

概ね適正で
ある

伊賀市内に立地の不特定の企業情報を取り扱うため、民間では実施不可能である

広く市民が利用できるため

多くの企業に登録いただいている

引き続き、情報発信していく必要がある

他に同事業を行っている部署はない

達成率による

登録を促すため広く周知していく

市民をはじめ、市外の方々にも利用いただいている

活動
指標

4,098

特記事項記入欄（積算基礎、特定財源の名称等）

平成27年度 平成28年度平成26年度

0
２６年度決算

単位

件
目標

事
業
費

人
人
件
費

430
433

人

1,518
2,580

0

実績

参
考

業務量

人件費

業務量

人件費

　その他
　地方債

　国県支出金
項目

全
体
コ
ス
ト

（
千
円

）

コード

担当
部署

63
名称 会計-款-項-目-細目-細々目

01-07-01-01-280-01

産業振興部商工労働
課

事務事業名

部 ・ 課名 等

事務管理経費
課長　東　弘久

16 年度～平成

0595-22-9669

地域の人材育成の促進 評価責任者・連絡先

地域活動や地域産業などの担い手が育ち、活躍するまちづくり

事
務
事
業
の
概
要

備考
平成26年3月31日現在　人口96,187人
平成27年3月31日現在　人口95,066人

２７年度予算
0
0

2,580
1,490
4,070

0.34
2,546

70

6,616
2,546

指標の説明

パートナーネット登録事業所件数

成果
指標

人0.34

評
　
価

方
向 継続

今後も、パートナーネットの活用を充実させ、登録事業所における事業活動の支援と雇用求人情報の提供に
努める必要がある。

市が実施す
べき
限定性がな
い
概ねニーズ
が高い
概ね薄れて
いない
代替不可能

有
効
性

効
率
性

必
 

要
 

性

視点

市が行っている他の事務事業により、住
民ニーズを満たすことが可能ではないか

既に目的が一定程度達成され、事業の
必要性が薄れていないか

社会や市民のニーズは高いか

特定の地域や団体等の利益のみに供す
るなど限定性がないか

公私の役割分担から市が実施すべきも
のであるか

判断基準

計画目標に対し、着実な事業進捗が図ら
れているか

図られている

変更の余地
がある
概ね効果が
薄れていない
概ね結果が
出ている

達成率による

多くの企業に登録いただいていており、概ね適正である

閲覧件数
事業所情報発信システム伊
賀パートナーネットの閲覧件
数

件

指標の説明

達成 103.4%
指標化でき
ない成果

目標 12,000

単位

12,407

指標名 平成28年度

69

平成２７年度事務事業評価シート（平成２６年度決算）

平成25年度 平成26年度

13,000 14,000

市内の事業所

市内の事業所情報発信

平成27年度

事業期間
平成 年度

実績

対　象

目　的
（成果指標）

内　容
（活動指標）

市内の企業等の魅力や特徴を市内外に広くPRするとともに、自社でホームページの作成・維持できない事業所
等の振興を図るため、事業所情報の専用ホームページである「伊賀パートナーネット」への加入促進と、事業所
データベースの作成を行いました。

施策 6302

498
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